
平成 18年 6月の通常国会において「学校教育法の一部改正」
「教育職員免許法の一部改正」が可決され、平成 19年 4月から
盲・聾・養護学校を法令上、特別支援学校に改めます。この大
きな教育の改正は昭和 22年に新特殊教育制度となってから 60
年ぶりの新しい教育制度となります。
これまでも全国肢体不自由養護学校ＰＴＡ連合会では様々な
場において教育の向上、そして福祉の向上を願い要望を伝えて
きましたが、子どもたちが学校生活においても地域社会におい
ても充実した人生を送ることが出来るようにこれからも伝え続
けていく努力をし、保護者の役割を改めて考えＰＴＡ活動、地
域活動へと参画して行きたいと思っております。
平成 18年度の全国肢体不自由養護学校ＰＴＡ連合会総会お

よびＰＴＡ・校長会合同研究大会は第 49回目の全国大会とな
り、8月 21日・ 22日の両日に岐阜県にて開催されます。昨年
に引き続き１日目に分科会、2日目にシンポジウムを行います。
分科会においては、いままでの分科会をよりテーマを明確に
「子どもたちをとりまくネットワーク」とし、「学校」「地域」
「福祉」「労働」「医療」「機器」の 6分科会に致しました。ネッ
トワークを通して、繋がりを持っていく事は子ども達だけでは
なく保護者にも重要なことになると思います。これからの制度
改正、学校の取り組みなどに広く関わっていく為に分科会も新
しいものになったとご理解ください。そして、シンポジウムで
は、「保護者から見た特別支援教育への期待と展望」をテーマ

にお話を伺います。岐阜県の保護者から、それぞれの思いを発
表して頂き、シンポジストの方々に現在の国の動向を伺えれば
と思っております。また、この全国大会で 49回目となります
が、半世紀を迎える前に歴史を振り返り、記念鼎談を企画致し
ました。ご参加は全肢Ｐ連第４代会長の垰野氏、そして、昨年
まで国立特殊教育総合研究所理事長でいらして、また文科省元
特殊教育調査官でもあった細村先生と全国特別支援教育推進連
盟理事長の三浦先生のお三方です。三浦理事長は長い間肢体不
自由校の教職員であり、全国肢体不自由養護学校長の会長を務
められて、最後を都立光明養護の校長先生で退職なさいました。
現在でも肢体不自由教育に関わっておられます。私たち保護者
には実は一番身近な先生になります。このお三方にそれぞれの
お立場からお話して頂き、保護者の皆様にはこれまでの肢体不
自由教育を知り、これからの新しい肢体不自由教育に取り組ん
で行く為の糧となればと考えております。記念大会を迎える前
年の第 49回で記念鼎談を開く事は本当に深い意義があります。
岐阜県の清らかな長良川にて、この夏、全国の皆様にお会い
できることを楽しみにしております。中部地区肢体不自由養護
学校ＰＴＡ連合会ならびに校長会は、主管校の岐阜県立関養護
学校を中心にこの歴史あるＰＴＡ・校長会合同研究大会を今ま
で以上に意義のある大会にしたいと力を合わせております。ど
うぞ宜しくお願い致します。

本会顧問である村田茂先生はその著書の中で、東京帝国大学
の整形外科医でこの教育の始祖である高木憲次博士が昭和 4年
当時、「肢体不自由」という名称を提唱した時の逸話を紹介し
ています。
「学齢期を闘病のみに消光、不就学ながら頭脳明晰、丁年と

なって宿病癒るや、検定にて資格取得。一高、大学の難関を軽
く突破し、遂に国会議員・大臣として活躍しておられる某名士
（元厚生大臣橋本龍伍氏のこと）が、当時一患児として、余の
質問に答えて曰く『新名称に就いて別に案はない。唯名称選定
に対して意見はある。僕は何も、ヤレ具わらずとか或いは欠け
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はじめに

去る６月 15日に開催された衆議院本会議において、政府提
案の「学校教育法等の一部を改正する法律案」が可決・成立し、
６月 21日に公布されました。
改正された法律（以下、「改正法」という。）は、昨年 12月

８日にとりまとめられた中央教育審議会答申（「特別支援教育
を推進するための制度の在り方について」、以下「中教審答申」
という。）の提言を踏まえ、現在の盲・聾・養護学校の区分を
なくし特別支援学校とし、特別支援学校の教員の免許状を改め
るとともに、小中学校等において特別支援教育を推進するため
の規定を法律上に位置づけたものです。
昭和 22年、学校教育法制定の際に、「特殊教育」の章が設け

られ、盲・聾・養護学校や特殊学級について規されました。そ
の「特殊教育」という用語が「特別支援教育」に改められまし
た。このことは、単なる用語の変更ということだけではなく、
特別な場で行う「特殊教育」から一人一人にニーズに応ずる
「特別支援教育」へという基本的な考え方の転換を含んでいま
す。「特殊教育」制度発足以来約 60年ぶりに、障害のある子ど
もの教育制度が、その考え方も含めて見直されたものです。
本稿では、改正内容の概要を紹介するとともに、今後の肢体

不自由教育の在り方についても考えてみたいと思います。

１ 「特別支援学校」制度の創設

これまで、学校教育法第 1条では、「この法律で、学校とは、
小学校、中学校、高等学校、・・・盲学校

．．．
、聾学校
．．．

、養護学校
．．．．

及び幼稚園とする」と規定されていました。改正法では、「盲

学校、聾学校、養護学校」が、「特別支援学校」と改められ、
「この法律で、学校とは、小学校、中学校、・・・特別支援学

．．．．．

校
．
及び幼稚園」となりました。
右ページの図をご覧ください。これまでは、障害の程度が比

較的重い児童生徒に対して、障害の種類ごとに盲学校、聾学校、
養護学校と別々の学校を設置してきました。その「盲・聾・養
護学校の制度を弾力化し、設置者の判断により、複数の障害種
別を教育の対象とする」特別支援学校に一本化されました。
それでは、特別支援学校制度とはどんなものでしょうか。具

体的にみていきましょう。

（１） 地域の実態に応じた学校の配置を促進

これまでは障害の種別ごとに盲学校、聾学校、養護学校が設
置され、養護学校も多くは、知的障害、肢体不自由、病弱と障
害種別ごとに設置されていました。このため地域によっては、
肢体不自由養護学校の設置数が少なく、就学と同時に寄宿舎に
入る、長い通学時間を余儀なくされるという状況がありました。
しかし、近年、盲・聾・養護学校に在籍する子どもの障害が

重度・重複化していることや、地域の身近な学校に通学させた
いという要望などから複数の障害種別の子どもが在籍する学校
が増えてきました。また、障害のある児童生徒数が増加し、そ
の対応として学校の新設や再配置を検討する自治体があり、肢
体不自由と知的障害とを併置する例などが見られるようになっ
てきました。
そうした状況を踏まえ、地域の実態に応じて学校の設置を弾

力的にできるよう障害の種別を越えた「特別支援学校」の制度
にするものです。複数の種類に対応した学校の設置が増えるこ

ているところありと批判されたくない。殊に姿や動作・形を批
判表現されるような名称で呼ばれたくない。自分は唯自分自身
が不自由に感じている丈のことであって、その上、なにも他人
から余計な批判をされなければならない責務も負い目もない筈
だ。従って名称に就いても、一切他人から批判されるような名
称には我慢できない』というはっきりした意見を述べた。これ
に力を得た高木博士は「肢体不自由」の名称を提唱し、現在に
至っている。」以来 75年間、「肢体不自由」は社会通念や価値
体系が変遷する中にあって、医学的にも教育的にも人権の視点
からも揺るぎない名称として継承されています。
本年 6月 15日に衆議院において、改正学校教育法が全会一

致で可決成立しました。
盲学校、聾学校、養護学校は障害種別を超えた特別支援学校

に一本化されます。また、特別支援学校では在籍する児童生徒
の教育の他に、障害により教育上特別の支援を必要とする小中

学校等の児童生徒の教育に関し、必要な助言又は援助を行うよ
うに努めることが明示されました。特別支援学校は本格的にそ
のセンター的機能の充実に努めることが必要となりました。今
回の法改正は昭和 22年の学校教育法による特殊教育と養護学
校の制度化、昭和 54年の養護学校教育の義務制施行に続く第
３の養護学校改革といえると思います。特別支援教育において
は、これまで肢体不自由養護学校が担っていた教育の専門性を
さらに高め、地域のセンター校として、その地域で生活する障
害や困難のある子どもたちを地域ぐるみで支えていくことが求
められます。特別支援学校になっても 75年の肢体不自由教育
の研鑽と実践の歴史はいささかも揺るぎことなく一層進化して
いくものと確信しています。
発達障害者支援法成立の最大の功労者である橋本龍太郎元総

理の訃報に接し、父君である橋本龍伍少年と高木博士の逸話を
思い返しました。
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特別支援教育を推進するための制度改正について
―学校教育法等の一部改正―

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課

特殊教育調査官 下　 山　 直　 人
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とによって、結果として、子どもたちが地域の身近な所で教育
が受けられるようになることが期待されます。特別支援学校制
度においては、従来のように特定の障害種に対応した学校も複
数の障害種に対応した学校も設置が可能です。どのような学校
を配置するかは、都道府県等の設置者に委ねられています。こ
れは、地方分権の考え方を踏まえたものであり、特別支援学校
の制度は、地域の実態に応じた学校の設置をしようとする自治
体の取り組みを後押しするために、国の制度を弾力化したもの
です。

（２） 地域におけるセンター的機能の明確化

特別支援学校においては、在籍する子どもの教育を行うほか、
小中学校等に在籍する子どもの支援に努めることが規定されま
した。
こうした地域における特別支援教育のセンターとしての役割

については、これまでも学習指導要領に、教育相談に関する記
述がありましたが、今回は国会で定める法律に規定された訳で
その位置付けがより明確になったと言えます。
前ページの図の下半分を見てください。「特別支援学校」か

ら「小学校」、「中学校」、「福祉」、「医療」などに矢印が出てい
ます。地域にある様々な機関とともに、障害のある子どもの教
育と支援にあたっていくという「センター的機能」を示したも
のです。センター的機能には二つの側面があります。
①　小中学校等の支援のセンター

一つは、小中学校等に在籍する障害のある子どもの支援で、
いわば対外的支援という側面です。前ページ図で、「特別支援
学校」から「保育所」、「小学校」、「中学校」、「高校」、「幼稚園」
に矢印が出ていることがこれに該当します。これらの学校等に
は、肢体不自由があって通常学級や特殊学級で学んでいる子ど
もがおり、毎年増加する傾向にあります。身体の動きや脳性ま
ひ等による学習の困難さに配慮した指導がなされていますが、
より専門的な助言や援助が求められています。場合によっては、
肢体不自由養護学校の施設・設備や教材等が役立つこともあり
ます。肢体不自由養護学校に、地域の肢体不自由教育のセンタ
ーとしての機能を果たすことが期待されています。
また、近年、小中学校の通常学級に、学習障害（ＬＤ）、注

意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）などの子どもが多数在籍し、支援
の必要性があることが明らかになってきました。小中学校にお
ける支援体制の整備が緊急の課題ですが、障害のある子どもの
支援のノウハウを持つ特別支援学校からの支援も期待されてい
ます。既に、多くの地域で現在の盲・聾・養護学校教員が、校
内研修会の講師となったり、指導の仕方についてアドバイスす
るなどして大きな成果が上がっています。こうした役割を一層
果たしていくことが求められています。
②　地域の関係機関との連携・協力のセンター

センター的機能のもう一つの側面は、特別支援学校が、地域
の関係機関と連携・協力していくセンターになることです。①
が対外的支援であるのに対して、こちらは、在籍している子ど
もに関することで、関係者や専門機関と連携・協力した教育や
支援を一層充実させていこうとするものです。前ページの図で、
「特別支援学校」から、「大学」、「福祉」、「他の特別支援学校」、
「医療」、「労働」に双方向の矢印が出ていることが該当します。

具体例としては、学校と子どもがかかわっている医療・福
祉・労働機関等が相互に情報を交換する、授業の改善のために
大学の研究者の助言を受ける一方で大学生に実習の機会を提供
する、特別支援学校同士がそれぞれの専門的な内容について援
助しあう、といったことが上げられます。最近、学校の教員と
保護者、支援の関係者が一緒に「個別の教育支援計画」を作る
取り組みが始まっていますが、その取り組みも学校がセンター
になって連携・協力を進めるものと言えます。
現在の盲・聾・養護学校に在籍している子どもの教育や支援

を、就学前から卒業までという視点と学校生活だけでなく地域
生活も含めた視点から、関係者・機関が相互に協力しあって支
援を行うことを、一層進めていくことが重要です。

２　教職員免許についての改正

これまでは、盲学校、聾学校、養護学校が別々に設置されて
おり、それに対応して教員の免許状も別々になっていましたが、
特別支援学校の創設に伴い、担当する教員の免許状も「特別支
援学校教諭免許状」として一本化されました。
特別支援学校の教員には、児童生徒の障害の重度・重複化や

小中学校等の支援などの今日的課題に対応する内容を幅広く学
んでもらうと同時に、障害に対応した専門性を身につけること
が求められます。今回の免許法の改正では、総合性と専門性が
確保できるよう改善が図られたところです。

３　小中学校における特別支援教育の推進

これまで、小中学校における障害のある子どもの教育は、
「特殊学級」や「通級による指導」（ほとんどの授業を通常の学
級で受け、週に数時間障害に応じた特別な指導を受ける教育の
形態、例えば「ことばの教室」など）を中心に進められてきま
した。法律上もそのような位置づけがなされてきました。
今回の改正では、小中学校等において、教育上特別の支援を

必要とする児童生徒等に対して、障害による学習上又は生活上
の困難を克服するための教育を行うことが新たに規定されまし
た。この規定は、通常の学級に在籍する障害のある子どもを含
め、支援を必要とする子どもを対象に特別支援教育を推進する
ことを明確にしたものです。学ぶ場がどこであろうとニーズの
ある子どもは支援をする訳ですから、特別支援教育は全ての教
員によって取り組まれなければなりません。
これは、従来、ともすれば障害のある子どもの教育は担当者

以外にはあまり関係がないという意識が少なからずあった小中
学校において、大きな変革であり、全ての教員の意識改革を迫
るものです。
また、「特殊教育」から「特別支援教育」への用語の変更を

踏まえ、小中学校に置くことができる「特殊学級」の名称も
「特別支援学級」に改められました。

４　国会審議と付帯決議について

国会では、30時間以上に及ぶ委員会審議を中心に、幅広い
議論が行われました。結果として法案は全会一致で可決しまし
たが、様々な課題も指摘され、衆参両議院において付帯決議が
ありました。
付帯決議の主なものとしては、センター的機能の十分な発揮、
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特別支援学校の教員免許状の取得促進、就学先の指定に際して
の本人・保護者の意向の十分な聴取及び相談機能の充実、障害
のある児童生徒と障害のない児童生徒との交流及び共同学習の
積極的な推進、就労のための支援に努めることなどです。
また、肢体不自由教育に関わって、理学療法士（ＰＴ）や作

業療法士（ＯＴ）など専門家を一層活用すべきとの指摘もあり
ました。社会人を教員として採用する制度を積極的に活用する
必要があることなどが議論されました。

５　今後の肢体不自由教育について

（１） 地域における肢体不自由教育の在り方

19年４月から盲・聾・養護学校は特別支援学校になりますが、
全ての特別支援学校がただちに複数の障害種を対象とした学校
になる訳ではありません。今回の法改正は、複数の障害種を対
象とした学校が設置しやすくなるよう制度の弾力化を図ったも
のです。個々の学校がどのような障害種を対象としていくかは、
学校を設置している都道府県等の教育委員会が、地域の実態に
応じた学校の配置をどのように考えていくかによります。
既に、地域における特別支援学校の在り方や配置を検討する
委員会を設置している地域や検討会等からの報告書などをもと
に新たな学校設置を進めている地域もあります。
例えば、肢体不自由と知的障害や肢体不自由と病弱など複数
の障害種を対象にした学校の新設、既存の養護学校への新たな
障害部門の増設（例えば、知的障害教育養護学校への肢体不自
由教育部門の設置など）、小中学校等の空き教室などを活用し
た養護学校の分校や分教室の設置などの動きが見られます。
中教審答申では、各都道府県が特別支援学校の制度を活用し、
今後の配置を検討していく際に、次のような視点を十分考慮す
べきであると提言しています。
ア．可能な限り複数の障害に対応できるようにすること
イ．できる限り地域の身近な場で教育を受けられるようにす
ること
ウ．同一障害の幼児児童生徒による一定規模の集団が学校教
育の中で確保されること
エ．各障害種別ごとの専門性が確保され、専門的指導により
幼児児童生徒の能力を可能な限り発揮できるようにすること
オ．特別支援教育のセンター的機能が効果的に発揮されること
各学校のＰＴＡには、以上のような視点を踏まえつつ、各地

域による肢体不自由教育がどうあったらよいかについて、当事
者としての考えや要望をまとめていくことが求められていると
考えます。

（２） 肢体不自由教育の専門性向上

保護者の中には、特別支援学校になるといろいろな障害の子
どもが同じ場で教育を受けることになり、動くことができない
子どもたちは危険な目にあうのではないかと心配されている方
もいるのではないでしょうか。こうした点は、心配しなくてよ
いと考えています。
それは、特別支援学校においても、従来の「肢体不自由」等
の障害種別に配慮した学級編成、施設・設備、教員配置の在り
方などは変わらないからです。
障害の重度・重複化への対応やできるだけ身近な地域で教育

を受けられるようにするために、障害種別を超えた学校制度へ
の弾力化は必要です。しかし、それは、前述の中教審答申でも
指摘されているように、子どもの障害に応じた教育の専門性が
しっかり確保した上でのことでなければなりません。
肢体不自由教育がこれまで培ってきた、身体の動きの不自由
さや経験の乏しさを踏まえた学習指導、医療との連携による自
立活動や医療的ケア、積極的な機器活用などその指導の専門性
は、特別支援学校において、むしろ大事にされ、より高めてい
くことが求められます。
現在、肢体不自由養護学校では、教員研修の充実や指導体制
の見直しなどにより専門性の向上に積極的に取り組んでいま
す。指導体制の見直しでは、障害に対応した専門的な指導をす
るための「自立活動部」などの校内組織を新設・強化したり、
その指導に専任にあたる教員を計画的に養成するなどしていま
す。また、ＰＴ、ＯＴなどの医療の専門職を学校の職員とした
り、医療機関にいるＰＴ、ＯＴなどとの連携を深めたりしてい
ます。しかし、先に述べたとおり、こうした専門性に対する取
り組みが、なお、不十分であるとの指摘が国会であったことは
重く受け止めなければなりません。
特別支援学校への移行にあたり、肢体不自由教育の専門性向
上に向けた取り組みを一層進めることが重要です。保護者の皆
様には、教育のサービスを受ける立場からご意見をいただき、
ともに特別支援学校における肢体不自由教育を育てていただく
ようお願いします。

（３） 一人一人のニーズに応える教育の実現

特別支援教育の目指すところは、つまるところ一人一人の子
どもニーズに応じた教育と支援を実現するところにあります。
そのための具体的手だてとして「個別の教育支援計画」への取
り組みが各学校で進められていることと思います。これは、学
校だけで作るものではなく、保護者も、地域で子どもの支援に
関係する方々も一緒になって作っていくものです。この計画に
参加する人々の連携と協力によって、一人一人の子どもの教育
と支援を充実させていくことが期待されます。学校にはできる
ところからの連携を、保護者の方には計画づくりへの積極的な
参加をお願いします。

おわりに

特別支援教育への取り組みは、制度改正に先んじてこの数年
進められてきています。個別の教育支援計画の取り組みも小中
学校への支援なども既に始まっています。今回の法改正は、そ
うした動きをより確かなものとし、国としてしっかりとした方
向付けをしたものであり、その意味では「新たなスタート」と
言えるものです。
保護者の皆様に、この制度改正の趣旨を十分ご理解いただく
とともに、一般の方々に特別支援教育のご理解をいただくよう
ＰＴＡとしても積極的な取り組みをお願いするしだいです。

（参考）改正法に関する文部科学省のホームページ
「学校教育法等の一部を改正する法律の公布について」

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/material/0
10.htm
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全国肢体不自由養護学校ＰＴＡ連合会の皆様、厚生労働省障
害福祉課の茅根と申します。
この４月に、栃木県那須塩原市にある国立塩原視力障害セン

ターでの２年間の勤務からこちらに赴任してきました。そこで
２年間、視覚障害のある方への生活支援と生活訓練、その前２
年間は厚生労働省で生活保護の監査指導、その前 10数年間は
国立身体障害者リハビリテーションセンターで主に肢体不自
由、視覚障害の方々の生活支援を担当しており、今回参加され
ている養護学校を卒業された方も何人か担当させていただきま
した。
さて、この４月に障害者自立支援法が施行されました。今ま

での障害福祉サービスの在り方を大きく変える法律ですので、
関係者の方々には期待と不安とが入り交じっていることと思い
ます。
この法律の概要については今までに様々な場面で説明されて

きていますので、皆様に係る主な部分について触れることとし
ます。
一点目は、新たな就労支援事業を創設し雇用政策との連携を

強化する等、就労支援の抜本的強化を図ったことです。これは、
養護学校の卒業生に限ったことではないのですが、今まであり
がちであった「就労は難しそうだ」→「一般就労困難」→「授産施
設あるいは作業所等の利用」という、現在ある施設等に利用者
をあてはめていくというステレオタイプ的な支援から、「就職
したい」という希望を持つ利用者については、まずはその意向

に沿って支援を開始し、また、支援の方法も時期や場所を限定
的に考えるのではなく、その方のライフステージを通じて、か
つ、地域における福祉、教育、保健、医療、雇用等の関係者の
連携した支援を行っていくというものです。就労支援の例を挙
げましたが、これは言い換えれば、他の分野にも共通して、そ
の方の「できること」に視点を据えた支援と言えましょう。
二点目は、地域生活支援事業を含めて「地域づくり」という

考え方が明確に打ち出されたことです。障害者自立支援法第一
条には「障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊
重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現」という目的
が挙げてあり、障害福祉を計画的かつ総合的に行う責務を市町
村に課すと共に、福祉サービスの実施主体を市町村に一元化し
ました。この障害福祉計画は、その地域の住民である皆さん方
の意見も聞いて作ることとなる「市町村福祉計画」が基となり
ますので、皆さん方が地域の実情に応じて意見を出し合い、地
域毎の特徴ある福祉サービスの在り方を構築することに寄与で
きることととなります。
以上、主なポイントを二つ程、挙げましたが、これからの課

題としては、障害のある方を含めた利用者の皆さん方が、この
法律をどのように使っていくかということになります。利用し
ていく中で、様々な疑問点等が出てくることかと思いますが、
是非、いろいろと意見を出していただいて議論しながら、利用
しやすく、安定的で持続可能な制度としていきたいものです。
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①応募資格 肢体不自由児・者
②応募要領 １人１点。グループ制作はご遠慮下さい。題は自

由です。未発表のオリジナル作品に限ります。構
図やデザイン等を模写した場合は原作者の了解を
得てから出品して下さい。応募用紙は日本肢体不
自由児協会ホームページよりダウンロードできま
す。
応募用紙に必要事項を記入の上、制作風景の写真
を貼付して下さい。応募用紙は作品には絶対にの
り付けしないで下さい。
応募作品の著作権は応募者に帰属しますが、主催
者は応募作品を審査結果の発表及び広報のため等
に無償で展示及び複写する権利を有します。

③募集作品 絵画・タイプ・コンピュータアート・書
④審　　査 専門家を含む関係者をもって構成する審査会にお

いて作品種類別に分けて障害の種類､程度､年齢等
を考慮して賞を定めます。

⑤賞 優秀賞（60点以内｡優秀賞の中から下記の特賞を
各２名に贈呈します。）
厚生労働大臣賞､文部科学大臣奨励賞､東京都知事
賞､全国肢体不自由養護学校長会賞､全国肢体不自
由養護学校ＰＴＡ連合会賞､全国肢体不自由児･者
父母の会連合会賞､朝日新聞厚生文化事業団賞､毎
日新聞社会事業団賞､ＮＨＫ厚生文化事業団賞､ジ
ェトロニクス国際賞､日本肢体不自由児協会賞
佳作賞（40点以内）

努力賞（30点以内｡作品集掲載）
審査委員特別賞 特に専門審査委員の推奨のあっ
た作品に贈ることがあります｡
参加賞 応募された方全員に記念として参加賞を
贈呈します｡

⑥結果発表 平成18年12月7日（木）に特賞入賞者を招いて､表
彰式を執り行い賞を贈呈します。その他の入賞者
は賞状､副賞の発送をもって発表に代えさせてい
ただきます。

⑦展 示 会 平成18年12月7日(木)～ 10 日（日）までの４日
間、東京芸術劇場展示ギャラリーにて開催します。
その後､ 順次岩手県、新潟県、大阪府、島根県､
福岡県､ 沖縄県等で巡回展示します｡

⑧申込締切 平成18年9月20日（水） 当日消印まで受け付け
ます。

⑨応 募 先 〒173-0037 東京都板橋区小茂根１－１－７
日本肢体不自由児協会　美術展係
ＴＥＬ ０３－５９９５－４５１１
ＦＡＸ ０３－５９９５－４５１５

主催：社会福祉法人日本肢体不自由児協会、各道府県肢体不自
由児協会

後援：厚生労働省、文部科学省、東京都、全国肢体不自由養護
学校長会、全国肢体不自由養護学校ＰＴＡ連合会、全国
肢体不自由児・者父母の会連合会、朝日新聞厚生文化事
業団、毎日新聞社社会事業団、ＮＨＫ厚生文化事業団

協賛：ジェトロニクス株式会社

第25回（平成18年）「肢体不自由児・者の美術展」募集要項
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１　はじめに

本年度 4月より障害者雇用対策課に配属となりました市川と
申します。昨年度までは就労支援の現場におりました。現場に
いた時は、ここ１～ 2年の障害者の就労支援の動きの大きさと
早さに追いつくので精一杯という感じでしたが、就労支援の新
たな息吹も実感しておりました。そして今、制度設計に係る場
へ異動してみると、省庁、部局を超えた連携の施策が次々と用
意され、現場レベルでは苦労していた労働、福祉、教育の連携
について、実効ある支援ができる土壌づくりを本格的に国とし
て取組みだしたと感じています。
大きな流れとしては、３点ほどあげられると思います。１点

目は「障害者雇用促進法」の一部改正などの見直し、２点目は
「自立支援法」の流れです。３点目は文部科学省を中心とした
「特別支援教育」の推進です。この 3点について、雇用施策側
の視点から整理したいと思います。

２ 「障害者雇用促進法」の一部改正

「障害者雇用促進法」の一部改正（平成 18年 4月 1日施行、
一部は平成 17年 10月 1日施行）については、第 48回埼玉大
会においてすでにご案内しているところですが、大きくは次の
３つのポイントがあります。
（１） 精神障害者に対する雇用対策の強化
（２） 在宅就業障害者に対する支援
（３） 障害者福祉施策との有機的な連携等
（１）の「精神障害者に対する雇用対策の強化」については、
精神障害者（精神障害者福祉手帳所持者）を雇用率制度の適用
対象とすることです。精神障害者の短時間労働者(週 20時間～
30時間未満の労働)ついては、1人をもって 0.5人分とするこ
とにもなりました。このことによって、雇用率未達成企業の中で、
精神障害者は雇用率算定外なので採用には消極的な姿勢であっ
た企業においても採用を検討対象となっていくと思われます。
（２）の「在宅就業障害者に対する支援」については、在宅
就業障害者に仕事を発注する事業主に対して、一定のインセン
ティブ（特例調整金・特例報奨金）が支給されたり、事業主が
在宅就業支援団体（在宅就業障害者に対する支援を行う団体と
して厚生労働大臣に申請し、登録を受けた法人）を介して在宅
就業障害者に仕事を発注する場合にもインセンティブが支給さ
れることになります。移動困難な障害を持ち、就業の可能性を
検討している障害者により仕事を得る機会が拡大されることに
なりそうです。
（３）の「障害者福祉施策との有機的な連携」については、
自立支援法における「就労移行支援事業」や「就労継続支援事
業」との連動を念頭におき、次の取組を展開しています。
①　地域障害者就労支援事業の実施

ハローワークが福祉施設等と連携して、就職を希望する個々

の障害者に応じた支援計画に基づき、一貫して就職支援を行う
モデル事業を実施。(平成 18年：全国 10ヶ所)
②　企業ノウハウを活用した福祉施設における就労支援

の促進

障害者雇用に実績のある企業関係者の知識・経験等を活用し
て福祉施設に対し、企業での雇用についての理解の促進、就労
支援に関するノウハウの向上を図る事業を実施。
③　ジョブコーチ助成金制度の創設（平成 17年 10月施行）
福祉施設がノウハウを活かしてより効果的な職場適応援助を

行うために、現行制度を見直し、ジョブコーチ助成金制度を創
設。
④　障害者就業・生活支援センター事業の拡充

雇用、保健、福祉、教育等関係機関との連携の拠点となり、
就業面と生活面の両面にわたる一体的な支援を行う障害者就
業・生活支援センターを増設。（平成 17年度： 90センター→
平成 18年度 110センター）
⑤　社会福祉法人等を活用した多様な委託訓練の実施

障害者の一般就労への移行支援に取り組んでいる社会福祉法
人等に委託して、就職を促進。
以上のように、福祉施策との有機的連携については、そのメ

ニューを拡充したところですが、さらには、平成 18年 4月に
「福祉施設等における一般雇用に関する理解の促進等障害者福
祉施策との連携の一層の強化について」という通達を発し、福
祉的就労から一般雇用への移行の促進等、雇用と福祉の一層の
連携強化を図っています。

３ 「特別支援教育」との連動

ハローワークは、就職を希望する生徒の就職支援を効果的に
進めるため、養護学校等が行う「個別の教育支援計画」の策定
に協力するとともに、地域障害者職業センター、障害者就業・
生活支援センター等の労働関係機関や地域の関係機関を含めた
支援体制の構築を図ることになりました。また、就職ガイダン
スや職場実習先の開拓、企業ノウハウを持つ就労アドバイザー
を派遣し、企業就労に係る必要な情報提供が行えるようにする
ことになります。在学中からのハローワークと学校との連携が
一層強化されることになり、スムースな卒業後の就労と定着支
援への移行を目指すこととなります。

４ 「自立支援法」の施行を踏まえた雇用と福祉の
一層の連携

２の（３）に触れているように、ハローワークが主体となっ
て、福祉的就労から一般雇用へ移行が促進されるように、就労
移行支援事業予定者との連携関係を確立し、当該事業を利用す
る障害者の円滑な就職や、離職した障害者の再就職チャレンジ
に向けた、継続的な支援の構築を図ることになります。
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５　まとめ

以上概観したように、労働行政としては、積極的に教育、福
祉の関係機関と連携した就労支援を積極的に打ち出していま
す。養護学校等とは在学中からの積極的な関わり、福祉施設と
は自立支援法に基づく、施設体系に合わせ福祉的就労から一般
就労への福祉施設のチームによる支援、また、再就職を含めた
継続的支援という取り組みもあります。

このような大きな施策の変化について、我々は関係機関同士
の連携だけではなく、利用者が安心してサービスを利用できる
ように、分かりやすく伝える義務もあると考えています。養護
学校等の連携の中には、保護者、家族に対してのガイダンスの
実施も検討しているところです。新たなサービスが実効あるも
のとなるように、連携による支援について丁寧に取り組んでい
きたいと考えています。
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岐阜県立関養護学校ＰＴＡ

会長 奥　田　和　子

水と緑に包まれた美しい街、岐阜市。
中心部を名水百選にも選ばれた清流長
良川が流れ、春から秋にかけて 1300
年の歴史をもつ古代漁法の鵜飼が行わ
れています。また、岐阜市のシンボル
でもある金華山の頂きには信長が天下

統一の拠点とした岐阜城があり、現在放映中の大河ドラマ「功
名が辻」でもしばしば登場しています。
平成 18年度は、｢21世紀に生きる子どもたちの、生きがい

と自立を支える特別支援教育・肢体不自由教育および社会づく
りの推進のため、ＰＴＡ活動はどうあればよいか」という研究
主題のもと、この様な自然と歴史のある中で平成 18年度第 49
回「岐阜大会」を開催します。大会第１日目は、来年度 50周
年を迎えるにあたり記念鼎談を設け、3名の先生方に全肢Ｐ
連・肢体不自由教育の歴史についてお話して頂きます。また、
昨年の全肢Ｐ連役員会で分科会のテーマを改正し、今年度はじ
めて岐阜大会で開催になります。「子どもたちをとりまくネッ
トワーク」というテーマのもと研究協議をして頂きます。第２

日目のシンポジウムでは、岐阜県の保護者から提案発表を致し
ます。内容を、文部科学省、厚生労働省よりご助言を頂くとと
もに、今後の国の動向についてもお伺い出来ると思います。岐
阜と国の動向を広く皆様にも聞いて頂きまして、また、会場の
皆様からもご意見・ご質問を頂き、より充実したものにしたい
と思っております。
現在、中部ブロックの学校ＰＴＡの応援を受けて、岐阜県内

の肢体不自由養護学校２校のＰＴＡが一丸となって盛大な大会
になるよう準備を進めています。岐阜大会スタッフ一同、心よ
り皆様のご参加をお待ちしております。この機会に岐阜の自然、
文化、歴史にも親しんでいただければと思います。
多数の方々のご参加を得まして、平成 19年度の 50周年記念

大会への橋渡しが立派にできますように思っておりますので、
宜しくお願い申し上げます。

平成 18年度は学校教育法が今国会
で一部改正になり、歴史的な始まり

となったようです。その事をふまえ特別支援教育課の下山調査
官にいつもよりページ数を増やし寄稿して頂きました。内容は
保護者の方に伝えたいとかなり詳しいものになっております。
また、厚生労働省の社会援護局の茅根専門官ならびに雇用対策
課の市川専門官が赴任された事からご挨拶を兼ねて寄稿を頂き
ました。第 49回の全国大会「岐阜大会」に例年通り分科会の
指導助言者としてご臨席くださいます。この会報は岐阜大会の
シンポジウムの資料としてもご活用頂けます。平成 18年、19
年は特殊教育の改革として歴史に残ることと思いますので、よ
り充実した大会となりますように全国から大勢のご参加をお願
い致します。 ≪事務局長　佐竹京子≫
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未来へつながる岐阜大会
～ようけ（多く）の皆様の
お越しを待っとります～

編 集 後 記


